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基本的な考え方 

 

                             

                 

                             

   本道の社会経済は、引き続き厳しい雇用情勢、原発事故を契機とし

たエネルギー制約や加速する尐子高齢化など、様々な困難に直面して

いる。 

 平成２５年度予算編成は、こうした厳しい社会経済情勢に対応する

とともに、本年３月に策定した『「新たな行財政改革の取組み」（改

訂版）後半期（H24～H26)の取組み』に基づき、持続可能な財政基盤の

確立に向け、確かな道筋をつける取組みを着実に推進していくことを

基本とする。 

 具体的には、歳入面では、国の税制改正や地方財政計画等の動向に

十分に留意しつつ、道税収入等の確保や遊休資産の積極的な売却、創

意工夫による道有資産の活用などによる歳入の確保に努めることとす

る。 

 また、歳出面においては、本道が抱える構造的・緊急的課題に対応

するため、全庁的視点に立ち、横割り的な観点からの重複排除や、こ

れに併せたより効果的な施策体系の確立、政策評価と連動した継続事

業の徹底した見直しなどにより、限りある財源、人的資源を効率的に

配分する「選択と集中」に最大限努める。 

 また、義務的な経費についても聖域視せず、施策水準の妥当性など

を厳しく検証するなどにより、歳出削減に取り組み、収支不足額の解

消を最大限図ることとする。 
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予算編成の基本方針 

 

 

                           

 

 １ 基本的事項 

 平成２５年度当初予算の編成は、『「新たな行財政改革の取組み（改

訂版）」後半期の取組み』に沿って、歳入・歳出全般にわたる見直し

を一層強化することを基本とする。 

 なお、今後道税や地方交付税などの一般財源の動向如何では、予算

編成段階で、枠配分の再調整や経費の再算定を行うことがあり得る。 

 

 ２ 歳入に関する事項 

 歳入確保に最大限取り組むとともに、次の事項に特に留意すること。 

 （１）道税については、経済の動向を十分勘案し、税制改正による影響 

を的確に見込んだ上で積算するとともに、滞納繰越額を含む徴収対

策を一層強化し、徴収率の向上など、収入額の確保に取り組むこと。 

 

 （２）国庫支出金については、現行制度により積算することとするが、 

国の動向に留意するとともに、超過負担の早期解消に向けて人員の

配置や事業内容の徹底した見直しを図るなどその解消に最大限努め

ること。 

 また、国等からの受託事業については、その必要性を十分検討し、

受託する事業にあっては職員費への更なる充当について要請するこ

と。 

 

 （３）使用料及び手数料については、フルコスト計算に基づき適正な単 

価を算定すること。 

 なお、住民間の公平・均衡を確保する観点から、減免規定の見直

しを行い、費用負担の適正化を図ること。 

 

 （４）財産収入については、時価を勘案の上、適切な対価により積算す 

るとともに、低利用資産・未利用資産などの遊休資産や株式などに

ついてはそのあり方を見直し、処分可能な財産については、積極的

に売却処分を行うこと。 

 また、「北海道ファシリティマネジメント導入基本方針」等を踏

まえ、道有財産の有効活用の拡大を進めること。 

 

 （５）各種受託事業収入については、職員費を含めた必要な経費を適切 

に見込み積算すること。 

 なお、受託に当たっては、道の施策や施設の設置目的等を十分考

慮するとともに、収入額に見合った適切な人員配置とすること。 
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 （６）その他の収入については、それぞれ前年度の実績、国の動向など 

を勘案し、的確に積算するとともに、更なる増収策を検討すること。 

 また、収入未済額が発生しているものは、貸付審査に係る基準の

強化など滞納の未然防止を図ることはもとより、債権管理マニュア

ル等に基づき適切に滞納整理を行うとともに、債権管理業務の一元

化や回収業務の民間開放を積極的に進めるなど実効ある取組を早期

に行い、その解消を図ること。 

 

 ３ 歳出に関する事項 

     次の事項に特に留意の上積算すること。 

 （１）各種事業については、政策評価の結果を的確に予算要求に反映す 

   ること。 

 

 （２）各種事務事業については、必要性や優先度等に基づく合理的な選 

択と質の向上を図り、限りある財源、人員等を効果的に配分するた

め、事務事業評価を踏まえた見直しを確実に予算に反映させるとと

もに、これに対応した簡素で効率的・機動的な執行体制の構築に向

け、組織機構及び職員配置について検討を行うこと。 

 

 （３）国庫補助事業については、国の動向に留意するとともに、その必 

要性、緊急度などを十分検討して実施事業を厳選し積算すること。 

 また、既存の道単独施策についても、国庫補助制度の活用につい

て検討すること。 

 

 （４）債務負担行為は、将来において財政負担を伴うものであることか 

ら、事業内容や道の負担割合などを十分精査の上、必要最小限のも

のについて積算すること。 

 

 （５）災害復旧事業及び災害関連事業については、過年発生分は年度割 

所要見込額を、現年発生分は過去における災害発生状況を勘案の上、

進度率３０％で積算すること。 

 

 （６）社会資本の整備に当たっては、財政負担の可能な範囲での事業実 

施を基本とし、「社会資本整備の重点化方針」に基づき、事業の緊

急度や優先度を考慮した事業選択を行うとともに、本道の社会資本

の整備水準や国及び市町村との役割分担を踏まえ、投資の重点化・

効率化を一層進めること。 

 特に、公共事業については、当面、平成２５年度の各省概算要求

額を勘案した額の範囲内で積算するとともに、施設等建設工事にお

ける営繕工事単価の見直しも含め、「公共工事コスト構造改善プロ

グラム」の取組を徹底すること。 

  なお、国直轄事業に対する道負担金については、これまでの国の
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制度改正の動向等を踏まえ、適切に対応すること。 

  

 （７）義務的経費については、国の制度改正の動向に留意するとともに、 

過去における基準改定の状況や執行実績を踏まえ、必要な経費を適

切に見込み積算すること。 

 なお、老人医療費及び介護保険給付に係る費用の適正化を図るこ

と。 

 

 （８）事務的経費や庁舎等維持費の内部管理経費については、事務改善 

に関するガイドラインの取組の推進を更に進めるとともに、本年１

２月に策定予定の情報システム全体最適化の取組方針等に基づく業

務の集約・一元化などにより、徹底した経費の節減に取り組むこと。 

 

 （９）人件費については、給与に関する制度改正などを踏まえるととも 

に、組織機構の見直しに対応した職員数に基づき、必要な経費を適

切に見込み積算すること。 

 なお、非常勤職員や臨時職員については、必要性や業務内容を十

分検討し、必要最小限の任用とすること。 

 

 ４ 特別会計等に関する事項 

 採算性の確保や官民の役割分担、道自らが実施することの必要性

といった視点から事業を検証した上で、経営健全化計画を策定して

いる会計にあっては計画の着実な推進を図るとともに、そうした計

画を持たない会計にあっても収支改善に向けた方策を抜本的に検討

し、一般会計負担の軽減を図ること。 
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予算要求枠 

 

                                                

 

 

  現時点において、公共事業費、災害復旧事業費、人件費、義務的経

費などを除き、当面、一般財源ベースで次に掲げる額を配分すること

を基本とする。 

  なお、各部局においては、業務内容や既存事業に抜本的な見直しを

加え、財源を緊急性や優先度の高い施策に重点的・効率的に配分し、

その成果を予算編成に的確に反映させること。 

 

 １ 一般施策事業・庁舎等維持費 

  平成２４年度当初予算のうち、制度的枠組みがある程度固定され、

支出額が大きい事業として、総務部が別に指定する事業(以下「個別調

整事業」という。)の予算額を控除した額から、臨時的経費及び各部局

の２５年度削減目標額を減じた額を各部局に配分する。（別に指示す

る。） 

 なお、個別調整事業については、予算要求枠の配分対象外とし、す

べての事業について総務部と事業内容の調整を行う。 

    各部局は、配分された一般財源の範囲内で、一般施策及び庁舎等維持

費に関する予算編成を行うものとし、新規・拡充事業や制度改正を伴う

事業、政策評価等において意見が付された事業など別に指定する事業

(「指定事業」という。)については、必要に応じ総務部と事業内容等の

調整を行う。 

  

 ２ 特対・関連単独事業 

 『「新たな行財政改革の取組み(改訂版)」後半期の取組み』を踏ま

え、別に指示する。 

  

 ３ 施設等建設事業 

 『「新たな行財政改革の取組み(改訂版)」後半期の取組み』及び「北

海道ファシリティマネジメント導入基本方針」を踏まえ、既存施設の

長寿命化を図るなど、設備投資の最小化に向けて予め全庁的な調整を

行った上で、その所要額を配分する。（別に指示する。） 

 

 


